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枠内の別枠により囲んだ箇所は、上から順に、許可証保持者の名称、伐採場所、樹種、許可伐採量、伐採期間、発
行当局の印章、発行年月日 
主な確認点： 

 伐採期間は、運輸許可証に記載の運輸日よりも前か 
 妥当性のある当局による印章があるか（その真贋確認は記載当局に直接問い合わせが必要） 
 許可対象となる面積と森林の種類は記載されているか 

 許可証保持者の名称は、発票における販売者の名称と一致しているか 
 伐採量は、発票、運輸許可証、および植物検疫証明書に記載の量以上か 
 樹種は、発票、運輸許可証、および植物検疫証明書に記載のものと一致しているか 

 伐採場所は、運輸許可証に記載の始点と同一または近隣か 

図 4.4.4 伐採許可証のイメージ  
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（2） 納税と使用料支払 

①ロイヤルティの支払と伐採手数料  

伐採に係るロイヤルティは、事業者の経済的かつ事務的な負担を取り払い、植林を奨

励するため徴収しておらず、現在は更新費及び植物検疫費の 2 種類の関連費用を徴収し

ているのみである。 
このうち、更新費は、木材や竹、その他林産物の素材購入者が支払い、各級担当林業

局が徴収して、伐採地の復元・維持に使用される。更新費の支払は、伐採許可証の発行

条件となっていることから、原則として伐採許可証により更新費の支払を確認すること

が可能である。 
また植物検疫費は、同素材購入者が支払い、検疫事務所が徴収して、検疫や種子・苗

木の防疫管理に使用される18。これも同様に後述の植物検疫証明書の発行に必要なこと

から、原則として植物検疫証明書により植物検疫費の支払を確認できる。なお、中小規

模事業者は植物検疫費の支払が免除されている19。 
 

表 4.4.6 合法性確認に関連する書類例 

名称 備考 

更新費の領収書 
（または森林伐採許可証） 

森林伐採許可証の発行条件 

植物検疫費の領収書 

（または植物検疫証明書） 

植物検疫証明書の発行条件 

中小規模事業者は支払義務が免除 

 

②付加価値税とその他売上・販売税  

産業振興策として数々の免税措置を施したことで、現在、生産・販売事業者は付加価

値税（原語：増値税）20、都市維持建設税、所得税（後述）の 3 種類のみの納税義務を有

している。このうち、都市維持建設税は付加価値税に付随して徴収するものである。 
また付加価値税については、丸太に原則 13％を課税するが、小規模事業者の場合は 4％

に減免している。林地残材や残渣物を使用して製造する者、自ら生産・製造した商品を

販売する森林経営者、および法人化せず所有する立木を販売する個人を免税対象者とし

て指定している21。 
 
納税するに当たっては、前述のとおり、事業者は全て商業登記証の発行から 30 日以内

に、税関総局の県級以上の所轄事務所より、税務登記証を取得する必要がある 22。 
付加価値税の納税証明については、納税額の表記を含むインボイス、つまり送り状が

その役割を果たす。 
中国においては、日本のように事業者が独自の自由な形式で請求書・領収書を発行す

                                                   
18 植物检疫条例实施细则（林业部分）（http://www.forestry.gov.cn/main/3951/content-204766.html） 
19 关于取消、停征和免征一批行政事业性收费的通知

（http://szs.mof.gov.cn/zhengwuxinxi/zhengcefabu/201412/t20141229_1173518.html）  
20 中华人民共和国增值税暂行条例（http://www.gov.cn/zxft/ft162/content_1171395.htm）  
21 财政部国家税务总局关于以三剩物和次小薪材为原料生产加工的综合利用产品增值税即征即退政策

的通知
（http://www.mof.gov.cn/zhengwuxinxi/caizhengwengao/caizhengbuwengao2006/caizhengbu20069/200805/t
20080519_24448.html）  
22 中华人民共和国税收征收管理法（http://www.gov.cn/banshi/2005-08/31/content_146791.htm） 

http://szs.mof.gov.cn/zhengwuxinxi/zhengcefabu/201412/t20141229_1173518.html
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ることができず、税務局より購入する法定の送り状（以下：発票）を使用する必要があ

る23。 
売買取引において、売り手は税務局から発票用紙を購入し、金額や取引先等の情報を

印刷したものを買い手に提出する必要がある。 
反対に、買い手は税務申告して経費認定を受けるため、発票を提出する必要があるこ

とから、売り手に発票を要求する動機を有している。 
 
偽造及び脱税対策として、税務局は発票を連番登録管理しており、税務申告の際に提

出されなかったものについては確認等を義務付けていることから、売り手には正確な売

上報告が求められる。  
もう一方で、売り手はその営業許可範囲により発票に記載が可能な内容が定められて

いることから、買い手は税務申告で必ず受理されるよう、記載内容の整合性を確認する

動機を有している。発票の基本情報は、税務局が管理するオンラインシステムにより公

表され、広く一般によりその真贋または整合性の確認が可能となっている。 
 

表 4.4.7 合法性確認に関連する書類例 

名称 備考 

付加価値税（増値税）送り状 
（原語：発票） 

売り手より入手 

 

  

                                                   
23 中华人民共和国发票管理办法（http://www.chinanews.com/fz/2010/12-27/2748437.shtml）  
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別枠により囲んだ箇所の英訳は、上から順に、発行年月日、売り手の名称、住所・電話番号、製品名、数量単位、

数量、買い手の名称、住所・電話番号 
主な確認点： 

 発行年月日は記載されているか、そして妥当か（特に伐採許可証に記載の日付より後か） 

 量・数量は、運輸許可証に記載のものと一致しているか 
 製品名は、伐採許可証に記載のものと一致しているか 
 売り手および買い手の名称は、運輸許可証に記載のものと一致しているか 

図 4.4.5 発票のイメージ 

 

③収入及び利益税 

原則として、事業体には 25％の所得税の支払を義務付けており、零細または小規模事

業体は例外的に 20％に減免している24。 
しかし、財政部および国家税務局の通達25により、森林管理、苗木の生産、及び一次加

工に従事する事業体、並びに、小径木、林地残材、工場の木材残渣を使用して、木質パ

ネル、木材チップ、木質飼料、木炭、小片（パーティクル）等を製造する二次加工事業

体については、所得税を免税している。また、国境地帯に位置する国有林場についても

所得税を免税している。 
したがって、素材生産および一次加工事業体には、所得税を納税する義務が実質的に

ない。 
ただし、同一事業体内で上記業態に加えてその他の事業を実施する場合は、免税対象

となるために会計を分離する必要がある。  
 
 

                                                   
24 中华人民共和国税收征收管理法（http://en.pkulaw.cn/display.aspx?cgid=206072&lib=law）及び中华人

民共和国企业所得税法（https://wenku.baidu.com/view/aabaf2718e9951e79b8927d4.html）  
25 财政部・国家税务总局关于林业税收政策问题的通知

（https://wenku.baidu.com/view/4ac4c5b4960590c69ec376f7.html）  
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（3） 伐採施業 

①林業（木材伐採）規則  

前述のとおり、伐採施業には伐採許可を取得する必要があるが、申請の際に伐採施業

計画を作成・提出しなければならない。  
この伐採施業計画は、森林伐採作業規程26に則り作成する必要がある。 
具体的には、伐区の境界と面積を確定するとともに、伐区の立木密度、蓄積量、樹種

構成、林齢構成等を調査して、伐採量と伐採施業方法を選択、最後に管轄林業当局によ

る承認を得る27。 
伐採施業計画と伐採許可証は、施業現場で常に利用可能でなければならず、その記載

内容に厳格に基づいて実際に施業しなければならない。実際の施業における伐区の範囲

や伐採量は、計画段階で定められた誤差範囲を超えてはならないことになっている 28。 
施業時は、特に若齢の残存木の保護や、造材等により発生した枝葉末節等を林地に極

力残さないことなどが、更新促進を目的として義務付けられている。  
施業後は、伐採許可を発行した当局が現場検査を実施して、合格した場合に更新検収

合格証を発行する。なお、村民委員会と個人の農家については、自己検査の結果を県ま

たは省級当局がサンプリング調査することにより簡易化を図っている。  
 

表 4.4.8 合法性確認に関連する書類例 

名称 備考 

伐採施業記録 伐採許可証と伐採施業計画の内容と照合 

更新検収合格証 村民委員会と個人農家は発行対象外 

 

②保護地域及び樹種 

前述のとおり、保護地区に属する森林または保護樹種を含む森林は、基本的に生態公

益林という大枠のもと、保安林または特殊用途林に指定されている。その指定基準29や

管理方法30の詳細を定め、伐採は森林管理や更新促進を目的としたものに限定しており、

林業当局による幾重もの審査を経て承認される必要がある。  
 
また、自然保護区条例31に則り、環境保護部や国家林業局などの行政機関が自然保護

区の制度を確立して管理しており、自然保護区の運営との整合性のある経済技術政策の

展開を国家に義務付けている。  
自然保護区においては、最低位の保護レベル地帯を除き、伐採、狩猟、放牧、漁労、

開墾、採鉱、採石を禁止している32。最重要地帯と緩衝地帯においては、観光やいかなる

                                                   
26 中华人民共和国行业标准森林采伐作业规程

（http://ylj.nanjing.gov.cn/jsbz/201606/P020160627845973156310.pdf）  
27 国家林业局关于完善人工商品林采伐管理的意见

（http://www.forestry.gov.cn/portal/main/govfile/13/govfile_1130.html）  
28 最高人民法院关于审理破坏森林资源刑事案件具体应用法律若干问题的解释

（http://www.forestry.gov.cn/portal/zfs/s/809/content-105803.html）  
29 国家级公益林区划界定办法（http://www.forestry.gov.cn/portal/xby/s/1277/content-126974.html） 
30 生态公益林建设技术规程（https://wenku.baidu.com/view/198bbc32f111f18583d05a32.html）  
31 中华人民共和国自然保护区条例（http://www.gov.cn/ziliao/flfg/2005-09/27/content_70636.htm）  
32 国家级自然保护区监督检查办法（http://www.fdi.gov.cn/1800000121_23_61805_0_7.html）  
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生産活動も禁止している。最重要地帯に至っては、立入自体を禁止しており、科学調査

を目的として立入を希望する場合は、事前に省級当局に活動計画を提出して立入許可を

取得する必要がある。  
 
このような森林・土地利用区分のもと、野生植物保護条例33は、保護当局による全国ま

たは地域レベルで絶滅が危惧されている植物種の保護対策の実施を定めている。それら

植物種の発生地帯は自然保護区に設定し、必要に応じて繁殖基地や生殖細胞バンクの設

立運営等も実施することとしている。  
国務院は全国区の絶滅危惧種のリストを、省行政局は地域区の絶滅危惧種のリストを

それぞれ承認・公開している。それらの学術目的の採集や人工的な栽培のためには、い

ずれも県級林業当局の承認のもと、全国区の絶滅危惧種は国家級林業当局より、地域区

の絶滅危惧種は省級林業当局よりそれぞれ許可を受ける必要がある。  
 

表 4.4.9 合法性確認に関連する書類例 

名称 備考 

森林伐採許可証 
伐採許可を得た樹種、伐区の位置、 
伐採禁止区域等の情報を含む 

希少種・絶滅危惧種リスト 全国区及び地域区の両方が存在する 

生態公益林分布図 地域の林業局または国有林場より入手可 

 

③環境配慮事項 

森林伐採作業規程34により、林業機械の使用・保管や廃棄物・排水の処理等の基本的な

衛生管理から、河岸施業における緩衝帯の設置といった具体的な施業方法まで、基調と

なる様々な環境配慮事項を規定している。  
また、国家林業局の意見35等により、商品林のうち傾斜が 15 度以上の伐区での伐採に

ついては、5ha 以上の皆伐施業を禁止したり、5 度以上の林地での植栽や若齢林の間伐に

ついては、土壌流出や水質汚染の予防策を求めたりして、土壌・水系の詳細な保護方策

を追加的に指定している。 
特に土壌流出や水質汚染のリスクが高い生態的に脆弱な地域については、水土保持法

36が植生保護を求めており、皆伐を全面的に禁止している。保水林や防風林等の保安林

については、間伐または更新促進伐採のみ許可している。  
 
森林火災の予防については、国務院による森林防火条例37により、県級以上の行政当

局が火災予防重点地区をゾーニングして、定期的な火災発生因子の点検や予防策を講じ

ることを義務付けている。予防策の一つとして、因子点検の結果に基づいて森林火災の

特別予防期間を設定して、期間中は当局による許可無しに林内に立ち入ることを禁ずる

                                                   
33 中华人民共和国野生植物保护条例（http://www.forestry.gov.cn/portal/jsxh/s/3477/content-
537529.html）  
34 中华人民共和国行业标准森林采伐作业规程

（http://ylj.nanjing.gov.cn/jsbz/201606/P020160627845973156310.pdf）  
35 国家林业局关于完善人工商品林采伐管理的意见

（http://www.forestry.gov.cn/portal/main/govfile/13/govfile_1130.html）  
36 中华人民共和国水土保持法（http://www.gov.cn/flfg/2010-12/25/content_1773571.htm）  
37 中华人民共和国国务院令森林防火条例（http://www.gov.cn/flfg/2008-12/05/content_1171407.htm）  



415 
 

ことがある。 
 
森林法と森林病虫害防治条例38は、森林病虫害の予防原則を森林施業計画に適用する

ことを要求しており、また発生した場合は、その重大性に基づき各級の林業当局に報告

することを義務付けている。  
 

環境影響評価法39は、行政機関による土地利用や建築・インフラ整備事業について、事

業計画の提出に先立ち環境アセスメントの実施を義務付けており、森林の土地利用も対

象としている。 
 
なお、2012 年 11 月に開催された中国共産党第 18 回全国代表大会において、国家全体

計画の 5 本柱に、「経済建設、政治建設、文化建設、社会建設、生態文明建設」を据えて、

環境保護関連事業に注力していくことを明示しており、政策施行や監査体制の強化を図

っていくとしている。  
 

表 4.4.10 合法性確認に関連する書類例 

名称 備考 

森林管理計画 第１類事業体は林業当局の承認が必要 

木材生産計画 事業体を問わず林業当局の承認が必要 

 

④安全衛生 

労働法により全ての雇用主体は、労働者の健康と安全を守り、職場における事故やあ

らゆる労働災害を防止することが求められている40。そのために必要とされる設備や装

備が提供され、一定の危険を伴う労働を担う者には、定期的な健康診断や職業安全教育

が施されなければならない。労働災害保険の支払も義務のひとつである。  
また、労働組合は労働安全のための法律や規則作りに参加して、その履行の下にある

労働者の権利保護に寄与することが求められている41。また同様に、労働災害の予防処

置を監査する役割を担っており、その勧告を下に雇用主体は予防処置の改善を図らなけ

ればならない42。 
労働当局もまた、労働災害の件数や死亡者数、職業病患者数等を記録・監理するとと

もに、労働災害保険の支払と適切な運用を監理して、適切な指導を実施することが義務

付けられている。 
また、女性労働者についても、特有の労働基準を設定して、一定強度のある労働を禁

止あるいは抑止している43。特に授乳中の女性には、一定強度の労働や、授乳する上で不

適当な労働、残業や夜勤を禁じている。  
 

                                                   
38 森林病虫害防治条例（http://www.gov.cn/flfg/2005-09/27/content_70642.htm）  
39 中华人民共和国环境影响评价法（http://www.china-
eia.com/en/policiesregulations/lawsregulations/4659.htm）  
40 中华人民共和国劳动法（http://www.china.org.cn/living_in_china/abc/2009-
07/15/content_18140508.htm） 
41 中华人民共和国安全生产法（http://www.safehoo.com/Laws/Interpretation/201502/384140.shtml）  
42 中华人民共和国职业病防治法（http://www.lawinfochina.com/display.aspx?lib=law&id=9208&CGid）  
43 女职工劳动保护特别规定（http://www.66law.cn/tiaoli/465.aspx） 
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昨今、中国政府は国際労働機関の北京事務所と協働して、労働安全と健康の状況改善

に向けた様々な取組を実施しており、労働市場一般においては特に労働者の社会保障に

おいて改善が見られるとされる44。 
 

表 4.4.11 合法性確認に関連する書類例 

名称 備考 

労働災害保険証書  

労働災害記録  

安全教育の実施記録  

特殊作業操作証 チェーンソー作業者等の危険作業従事者 

外部委託契約書 外部委託や派遣労働者を使用する場合 

 

 

 
別枠により囲んだ箇所は、左上から順に、被災者の名称、災害発生時の年月日、災害の主な発生理由、労働災害
管理部門の責任者の署名、雇用者・責任者の署名および署名年月日 

主な確認点： 
 被災者の名前は記載されているか 
 災害発生時の年月日は記載されているか 

 災害の主な発生理由は記載されているか 
 労働災害管理部門の責任者の署名はあるか 
 どのような救済措置がなされたか 

図 4.4.6 労働災害記録のイメージ  

  

                                                   
44 International Labor Organization. 2014. World Social Protection Report 2014-15: Building economic 
recovery, inclusive development and social justice.（http://www.ilo.org/global/research/global-reports/world-
social-security-report/2014/WCMS_245201/lang--en/index.htm）  
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別枠により囲んだ箇所は、上から順に、保持者の名称、特殊作業範囲、有効期限、技能再確認の年月、そ
して本人の証明写真が掲載される 

主な確認点 
 保持者の名前は記載されているか 
 作業時も有効か 

 技能再確認の年月が記載されているか 
 特殊作業範囲は記載されているか 

図 4.4.7 特殊作業操作証 
 

⑤合法的な雇用 

労働法により、全労働者は、雇用の平等性、職業選択の自由、労働の対価、休暇や健

康・安全、事前の専門的な職業訓練、社会保障や福利厚生を享受する権利を有しており、

労働紛争の調停申請が可能である。また、その属する国籍や民族、性別や信条による雇

用差別や、16 歳未満の児童労働を禁じている。 
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林業事業者を含む法人としての雇用組織は、雇用関係を構築するに当たり、必ず労働

契約を締結しなければならず、両者の権利と義務を明確にする必要がある45。契約書に

は、雇用期間、労働に係る要求事項の詳細、労働者の保護に係る保障事項、給与、労働

規則、契約の解消条件、契約違反に係る責任事項等を記載しなければならない46。 
原則として、労働時間は一日 8 時間および週 44 時間を超過してはならず、週 1 日の

休暇と法定休日の休暇の取得が義務付けられている。雇用者が超過勤務を命令する場合

は、労働組合および労働者との交渉に基づき、原則として 1 日 1 時間以内、または特別

な事情がある場合に限り 3 時間を上限に可能となる。超過勤務を命令する場合には、通

常勤務日については 150％以上、週毎の定期休日については 200％以上、不定期の法定休

日については 300％以上を支給しなければならない。  
最低賃金については、省級当局が定めた、国務院が公示している。  
病欠、産休、退職、失業手当を含む、各種社会保障の提供も義務付けられ、政府の指

導の下に更なる拡充が図られている。社会保険の費用の支払は、通常は労働者が賃金の

うち 10％を差し引いて支払い、雇用主体は同賃金の 32％を別途追加で支払う。  
 
労働者は、労働者を代表する労働組合により、その権利を保障するために、集団交渉

活動を展開する自由がある47。また、雇用組織の経営管理に参画するとともに、雇用者の

役員会議等において労働者の権利保護に係る交渉に臨むことが可能である。その結果の

合意内容について、労働組合または労働者の代表者による署名により、集団単位で契約

を締結することができる。必要であれば、労働者、雇用組織、労働組合の各代表により

構成される労働紛争調停委員会を組織して調停申請を、それでも紛争解決ができない場

合は、裁判所へ訴訟することが可能である。  
 
国家安全生産監督管理総局およびその地方当局は、各種関連法令の施行を監理する役

割を有しており48、労働組合もまた、上記の労働者の権利の保護や、雇用主体による法令

遵守を監理する役割を担っている。  
  

                                                   
45 中华人民共和国劳动合同法（http://en.pkulaw.cn/display.aspx?cgid=199310&lib=law）  
46 中华人民共和国劳动保护法（http://www.doc88.com/p-212659327962.html）  
47 中华人民共和国工会法（http://en.pkulaw.cn/display.aspx?cgid=37083&lib=law）  
48 中华人民共和国国务院令・劳动保障监察条例

（http://en.pkulaw.cn/display.aspx?cgid=55940&lib=law）  
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表 4.4.12 合法性確認に関連する書類例 

名称 備考 

労働者および外部委託契約者名簿  

給与支払記録  

雇用契約書 雇用期間や国籍を問わず必要 

労働者の社会保障卡（カード） 社会保障費等の保険代支払の証明 

社会保障費等の保険代支払記録  

※労働者に係争の有無について聴取調査を実施することも有効 

 

 

 
別枠により囲んだ箇所は、左から順に、雇用主体の名称、労働者の名称、支払金額 
主な確認点： 

 妥当かつ正確な支払日が記載されているか 
 全ての労働者の名称が記載されているか 
 支払金額は地域の最低賃金を下回っていないか 

図 4.4.8 給与支払記録のイメージ  
 

 



420 
 

 

別枠により囲んだ箇所は、左頁上から順に、題名（原語：劳动合同）、雇用主体の名称、労働者の名称、契約期間、
右頁上から順に、労働の範囲、保護条項 

主な確認点： 
 妥当かつ正確な日付が記載されているか 
 支払待遇の詳細は明確か 

 社会保障・福利厚生について記述されているか 
 労働時間および休暇日の設定は妥当か 
 女性や特殊作業を要する労働についての保護条項は記載されているか 

図 4.4.9 雇用契約書のイメージ  
 

 

 

別枠で囲んだ箇所は、上から順に、保持者の名称、社会保障番号 

図 4.4.10 社会保障カードのイメージ  
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各列の項目は、左から順に、労働者の名称、性別、身分証明書番号、社会保障番号、支払月、金額 
主な確認点（保険代支払記録が利用可能な場合）： 
 全ての労働者の名称が支払記録に記載されているか 

 全ての労働者の身分証明書の番号が支払記録に記載されているか 
 全ての労働者の社会保障番号が支払記録に記載されているか 
 支払の日付が毎月記録されているか 

図 4.4.11 社会保障費等の保険代支払記録のイメージ  
 

（4） 第三者の権利 

①慣習的な権利 

55 の認定少数民族が存在する中国にあって、特に民族自治区においては、森林境界や

森林資源の使用権、そしてそれらに係る紛争の解決方法について、数々の不文律の慣習

法が存在する。 
一方で、不文律か否かを問わず、それらの慣習法についての取扱や民族間の調整、紛

争解決の原則については、各種関連法案49が定めており、国務院下の国家民族事務委員

                                                   
49 中华人民共和国村民委员会组织法

（https://baike.baidu.com/item/%E4%B8%AD%E5%8D%8E%E4%BA%BA%E6%B0%91%E5%85%B1%E5
%92%8C%E5%9B%BD%E6%9D%91%E6%B0%91%E5%A7%94%E5%91%98%E4%BC%9A%E7%BB%84
%E7%BB%87%E6%B3%95）及び中华人民共和国国务院令・人民调解委员会组织条例

（http://www.china.com.cn/law/flfg/txt/2006-08/08/content_7060246.htm）  
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会が管轄している。 
これによれば、紛争解決に当たり、原則として当該地の村民委員会が調停の執行を担

当するとともに、調停妥結に至らない場合は、人民政府に更なる調停を申請するか、法

廷における審議を申し立てることができる。  
 

②FPIC（自由で事前の十分な情報に基づく同意）  

本項に関連する法律は中国において存在せず、全ての森林の林地や林木の所有権およ

び使用権は、厳格かつ明確に法律により規定され運用されている。  
 

③先住民族の権利 

国際労働機関による先住民族の定義に該当する先住民族は中国に存在せず、ILO 第 169
号「独立国における原住民及び種族民に関する条約」は未批准である。  
なお、最大多数派の漢民族に加えて、55 の認定少数民族が存在しており、民族間の平

等に基づく共存繁栄を図るため、中華人民共和国憲法下における民族区域単位の自治を

法律50で保障している。  
 

（5） 貿易と輸送 

①樹種、量、品質の分類  

素材の運輸許可証には、運輸方法、路程、始点・終点といった基本情報と、樹種、質、

量の詳細を記述する必要がある。これらの情報は、運輸中に検問所で確認され、齟齬が

ある場合には、罰金または貨物の没収処置が科される。  
また、全ての物品の輸出入について、税関法は HS コードによる正確な分類を要求し

ている。荷主または荷受人は、関税支払のためにも、正確な樹種や、規格、量の提示や、

HS コードを記載した書類の提出が義務付けられており、必要に応じて物品の抜き打ち

検査に応じなければならない。  
特に、輸出入目録に記載された野生生物とその製品の輸出入に当たっては、税関申告

をした上、輸出または輸入許可証、または種識別証を提出、それらに記載した樹種、量、

港、輸送期限等に従い、輸出入を完了する必要がある51。 
 

表 4.4.13 合法性確認に関連する書類例 

名称 

運輸許可証 

輸出・輸入申告書 

野生生物輸出入許可証 

 

  

                                                   
50 中华人民共和国民族区域自治法（http://www.gov.cn/ziliao/flfg/2005-09/12/content_31168.htm）  
51 野生动植物进出口证书管理办法（http://www.law-lib.com/law/law_view.asp?id=445636）  
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別枠により囲んだ箇所の英訳は、左上から順に、題名、荷主、木材産地、有効期間、樹種、
製品名、量（立米数）、発行当局の印章 
主な確認点： 

 発行の日付は、妥当かつ正確か（特に伐採の日付より後か） 
 荷主の名称は、伐採許可証に記載のものと一致しているか 
 量は、伐採許可証に記載の伐採許可量以下か 

 樹種は、伐採許可証に記載のものと一致しているか 
 運輸の始点は、伐採の場所と一致しているか 
 運輸の終点は、買い手の供述内容と一致しているか 

図 4.4.12 運輸許可証のイメージ  
 

②貿易と輸送 

森林法および実施条例によれば、同一林区内で丸太や挽材、木材チップ等の一次木材

製品の取引や加工をする場合は、伐採許可証等の伐採に係る合法性を証明する書類を確

認した上、県級以上の林業当局から木材経営加工許可証を取得する必要がある。  
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同一林区外に一次木材製品を運搬する場合は、運輸許可証と前述のとおり該当する際

は植物検疫証明書を、その始点から終点まで携行することが必要となる。  
運輸許可証の取得申請の際は、伐採許可証と植物検疫証明書52に加え、省級または地

級当局が要求するその他の関連文書を提出する必要がある。林区毎に設定した県級以上

の各級林業当局が受付・発行を担当する。  
なお、運輸許可証の取得・携行義務の対象となる製品範囲について、森林の生態公益

機能を重視する一部の省においては、単板、合板、芯板等の二次木材製品も対象とする

一方で、森林の大半を植林が占め、木材産業の発展した一部の省においては、運輸許可

証そのものを要求しない場合がある。  
 
また、輸入した一次木材製品についても、運輸許可証は原則必要であるが、輸入港か

ら加工工場に直接輸送する場合や、輸入した二次木材製品については、その限りではな

い。 
木材や木材製品の輸入に当たって、荷受人は輸入相手先国の発行する植物検疫証明書

を提出して、検疫申告をしなければならない53。 
輸出においても同様に、荷主は地域当局の植物検疫証明書が必要である。  
 
なお、前述のとおり、この運輸許可証は、運輸中に各地に設置された検問所において、

携行および記述内容と貨物内容の一致が確認され、齟齬がある場合には、罰金または貨

物の没収処置が科される。  
しかし、この検査方法は、木材の合法性を必ずしも科学的に実証するものでないこと

を国家林業局は問題として認識54しており、運輸許可証の確認を確実かつ効率的・効果

的に実施するため、オンラインの国家木材輸送管理システムを構築中であり、各種申請

や運用方法に近く大きな変化が見込まれる。  
 

表 4.4.14 合法性確認に関連する書類例 

名称 備考 

運輸許可証 同一林区内輸送時、輸入港から工場直送時等を除く 

植物検疫証明書 国内輸送用と輸出用のものは異なる 

木材経営加工許可証  

 

  

                                                   
52 植物检疫条例实施细则（林业部分）（http://www.btly.gov.cn/web/show.asp?id=684） 
53 中华人民共和国进出境动植物检疫法实施条例

（http://en.ciqcid.com/Laws/Administrative/zjxzfg/45951.htm） 
54 国家林业局关于规范木材运输检查监督管理有关问题的通知

（http://www.forestry.gov.cn/portal/main/s/72/content-610448.html） 
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主な確認点： 

 申請人の名称は、営業許可証に記載のものと一致しているか 
 輸出時に有効か 
 製品名と樹木種の学名は正確か 

図 4.4.13 植物検疫証明書（輸出用）のイメージ  
 

③外国間貿易と振替価格操作  

外資系企業がその子会社に商品・サービスを提供する場合、提供する商品・サービス

と料金体系を定義した契約締結が求められる55。その取引により発生する収入は、所得

税および操業税の計算基準に含まれる。事業投資費用とその損失についても同様であり、

子会社と分担することはできない。相対取引価格を原則とし、税務局は不当に低額な取

引を発見した場合は、適切な徴税を目的として、取引価格を引き上げる権限を有する。  
ただし、中国において、親会社と子会社の関係性や、その労働力や無形財の取引を監

                                                   
55 国家税务总局关于外商投资性公司对其子公司提供服务有关税务处理问题的通知（http://www.law-
lib.com/law/law_view.asp?id=42261）  




